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□入門シリーズ（作業管理概論）

□ヒューマンエラー

□リスク認知と安全意識

□安全管理の実際

東秀憲・榎原毅

庄　司　卓　郎

庄　司　卓　郎

弘中知行・山田眞義

300-01(01-01)

300-02(01-01)

300-03(01-01)

300-04(01-01)

50名

50名

50名

50名

講義

講義

参加型講義

講義

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

 6/ 2（月）

 7/28（月）

 6/ 3（火）

 7/24（木）
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【到達目標】①労働衛生の３管理における作業管理について、
どのような業務を行うのか概要を把握する。②作業管理におけ
る作業分析の方法や労働衛生保護具の概要について把握する。
③実務講座における作業管理部の開講科目について把握する。
【概要】入門編として、作業管理とは何か、またどのような業
務を行うのかについて紹介する。まず、我が国の業務上疾病の
発生について、経年的な推移と疾病の原因を概観する。次に作
業管理の位置付けについて、労働衛生の目標との関連、企業に
おける諸管理との関連について紹介し、また、作業管理と関連
の深い人間工学及び労働衛生工学について概説する。一方、作
業分析の方法、労働衛生保護具の選定と管理の方法など、そし
て法規や通達に規定されている作業管理の事例などについても
簡単に紹介する。さらに、作業管理部の実務講座のそれぞれの
内容についても一部紹介する。

【到達目標】①ヒューマンエラー事例を検討し根本原因、背景要因
を究明できる。②ヒューマンエラー防止対策を考案できる。
【概要】近年、作業現場において、ヒューマンエラーや不安全行動
と関連した労働災害の発生が多く発生している。企業はヒューマン
エラーを問題視し、その防止に頭を悩ませているが、なかなか減少
しないのが現状である。事故や災害の分析では、ヒューマンエラー
や不安全行動が”原因”として扱われることもあるが、実際にはヒ
ューマンエラーや不安全行動が発生する背景には作業の問題、組織
・管理の問題をはじめとして、さまざまな要因が存在する。そして
、その防止にあたっては、作業設備の改善や管理・監督の強化など
の現場レベルの対策だけでなく、作業員の安全意識の高揚や自主的
な安全対策への参加など組織全体の安全文化の醸成が重要である。
本講義では、ヒューマンエラーや不安全行動の事例の分析体験を通
じて、誘発要因を理解し、防止対策を検討する。

【到達目標】①安全意識の測定を実践できるようになる。②安
全意識を高めるような組織の施策を立案できるようになる。③
リスク認知のバイアスを理解できる。④リスク感受性を高める
方法を提案できる。
【概要】リスクアセスメントでは、危険性の検出と特定、危険
性の評価・見積もりを行う。一般に人が危険を認識し評価する
過程（リスク認知）にはバイアスが存在することが知られてい
る。そのため、多くの場合人は危険を過小評価してしまう。こ
のことが危険軽視、油断、さらには不安全行動につながること
も多い。作業員の安全意識高揚のために、安全文化の醸成をは
じめとしたさまざま施策が実施されてきた。近年では行動経済
学的手法を用いた安全行動への誘導も試みられている。
本講義では、人のリスク認知の性質を学び、安全意識を高揚さ
せ安全行動へと誘導する方法について考える。

【到達目標】産業医の立場から安全管理に対する指導的な発言ができ
る。
【概要】企業における安全衛生管理は、安全管理、職場環境管理、健
康管理が三位一体となって推進されている。産業医は、健康管理や職
場環境管理等（労働安全衛生規則第１４条に定める職務）の他に、安
全衛生パトロールへの参加（同規則第１５条）、安全衛生委員会への
出席（労働安全衛生法第１９条）や、法に定められていない所でも、
災害発生時の救急対応やその教育、また、ヒューマンエラーによる労
働災害を防止するため心理学的側面からの一助を求められるなど、安
全管理との関わりを持たざるを得ない。本講義では、鉄鋼会社の実例
により、労働災害の現状及び企業における安全管理の基本（労働安全
衛生マネジメントシステム、リスクアセスメント活動、社員の安全意
識向上やルール遵守のための躾活動、作業請負会社と連携した安全衛
生活動など）について学習し、産業医の立場から安全管理に対する指
導的な発言ができる力を獲得することを目指す。
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□新しい自律的作業管理

□デジタルメンタルヘルスと作業

■障害者のための作業管理

■高齢者の作業管理

榎　原　　毅

榎　原　　毅

二　宮　正　樹

樋　口　善　之

300-05(01-01)

管理

300-07(01-01)

300-08(01-01)

300-06(01-01)

20名

50名

50名

50名

学内実習

講義

講義

講義

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

遠隔講義

 7/ 7（月）

 6/17（火）

 6/25（水）

 6/30（月）
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【到達目標】①安全・健康といったwell-beingと労働生産性・
品質といったパフォーマンスの適正化視点を獲得する。②各ス
テークホルダの価値を分析、明確化し要求事項として整理でき
る。③自律的作業管理を組織内で展開する際に必要となる組織
マネジメントやステークホルダとのパートナーシップの形成方
法を理解する。
【概要】作業管理の理論的枠組みを扱う人間工学分野で今トレ
ンドとなっているシステムズ・アプローチによる新しい課題解
決手法の視点を実習形式で体得する。安全・健康といったwell
-beingと労働生産性・品質といったパフォーマンスの適正化を
はかるために、人を含むシステム要素間の相互作用を適切にデ
ザインする視点を習得することで、自律的な作業管理の実践を
現場で指導するスキルを身につける。

【到達目標】①デジタルメンタルヘルスを取り巻く技術動向と
産業保健サービスを理解する。②デジタルメンタルヘルスの国
内外の基盤整備の動向を把握し、作業管理への応用視点を獲得
する。
【概要】近年、生成AIや各種センシング技術などを活用し、働
く人々のウェルビーイングを高めるための新たなヘルスケアサ
ービスの模索や社会基盤の整備が進められている。それら技術
を適切に社会へ普及実装するためには、技術応用の利点や限界
について産業医が理解し、実践応用することが求められる。本
講義では最新のデジタルメンタルヘルスの技術動向と産業保健
・作業管理への応用のあり方について、基本的な知見と視点を
身につける。

【到達目標】①障害者に対する合理的配慮について理解し、説
明できる。②障害者の作業管理において、就業能力の評価に必
要な情報収集の方法を説明できる。③障害者の作業管理におい
て、適正配置の観点から説明できる。
【講義概要】外傷性脳損傷、脳卒中などの中途障害例の職場復
帰において必要な作業管理について合理的配慮の観点から概説
する。復職に際し、作業管理にあたっては身体障害（麻痺重症
度、歩行能力日常生活動作能力）や認知機能障害（高次脳機能
障害など）に基づく就業能力の評価が重要となる。医療機関や
本人から得られる上記の障害に関する情報収集のポイント、そ
れに基づく配慮事項の考え方などについて理解を深める。

【到達目標】高齢者の作業特性を理解し、適切な作業管理を指
導できる。
【概要】職場における労働者の高齢化は、高齢者人口割合の増
加と定年の延長により、今後、更に深刻さを増すことが予想さ
れる。高齢者が安全かつ健康に働ける職場を提供するためには
、加齢による心理的身体的特性の変化を理解し、作業管理を行
う必要がある。本講義では、加齢による心理的身体的特性の変
化について概説し、その特性の変化に合わせた職場改善の方法
論について解説を行う。
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□人間工学チェックリスト

□国内外の最新動向を踏まえた作

□心理社会的要因による筋骨格系

□作業性腰痛の予防教育と治療

藤　原　広　明

山　田　晋　平

谷　　直　道

近　藤　晃　弘

300-09(01-01)

業姿勢評価

疾患の対策

300-12(01-01)

300-10(01-01)

300-11(01-01)

35名

50名

50名

50名

学内実習

参加型講義

講義

参加型講義

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

 7/30（水）

 7/29（火）

 7/24（木）

 6/20（金）
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【到達目標】①人間工学チェックポイントの意義について理解する。②
人間工学チェックポイントを職場改善活動において活用できる様になる
。
【概要】１．人間工学チェックリストとは何か：　対策選択型アクショ
ンチェックリストの典型である人間工学チェックリストの構成と対象領
域について概説する。従来から広く使われている点検型チェックリスト
との相違点について理解する。
２．人間工学チェックリストをどう使うか：　人間工学チェックリスト
を利用した職場改善実践やリスクアセスメントの事例をもとにして具体
的な使用法を紹介する。潜在リスクの洗い出しに役立つことから、リス
クアセスメントを実施する人材養成に活用できる点や、職場改善に構成
員全員の参加を促す効果がある点を理解する。
３．人間工学チェックリストをどう作るか：　対象とする職場に適した
人間工学チェックリストの作成法について概説する。作業場を撮影した
映像を題材にして、実際にチェックリストを作成・試用するグループワ
ークを通じて理解を深める。

【到達目標】作業姿勢に伴う負担を評価できる
【概要】本講義は参加型講義の形式をとり、作業姿勢評価の動
向を紹介するとともに、NLE*に加えて、OWAS法やRULA法をはじ
めとする各種作業姿勢評価法について、その基本的考え方およ
び職場におけるその活用法を習得することを目的とする。
*：米国労働安全衛生総合研究所（NIOSH）が提案している手作
業による荷物の持ち上げ持ち下げ作業による腰痛リスクのの評
価方（NIOSH lifting equation）。この方法を基本にISO 1122
8－1がまとめられており、これを受けてJIS化が進められ、新
規格として、2021年にJIS Z8505-1の原案が取りまとめられて
いる。

【到達目標】労働者の腰痛発生及び症状の遷延要因として心理
・社会的要因が関与していることを理解する。また、心理・社
会的要因による腰痛発生機序ならびに身体・労働生産性等への
影響についても理解する。
【概要】腰痛の発生要因はBio-Psycho-Socialモデルとして世
界的なコンセンサスが得られている。このうち心理・社会的な
要因としては仕事の満足感、上司・同僚らの支援、職場の対人
トラブル、過度な長時間労働などによる心理的負荷や学歴、収
入、社会的地位などの要因が腰痛の発生及び遷延に関与するこ
とが明らとなっている。これらを背景に2013年に改訂された「
職場における腰痛予防対策指針」でも、腰痛発生要因について
新たに心理・社会的要因が明記された。本講義では、心理的ス
トレッサーによる脳内でのドーパミシステムの不具合、学歴・
収入といった社会的要因と腰痛の関係について解説する。

【到達目標】腰痛の原因タイプ（屈曲型・伸展型）を分類し、
その対処法のエクササイズを指導できるようになる。
【概要】厚生労働省は「職場における腰痛予防対策指針」を提
唱しており、作業性腰痛予防は重要である。中でも製造業にお
ける腰痛は労働災害となるだけでなく、労働力・生産性の低下
や個人の生涯に関わる問題であり対策が必要である。
某航空機部品製造業事業場における腰痛予防対策として、腰痛
予防教育を実施している。その教育内容と結果、現状の課題に
ついて紹介する。また、実際に行っている腰痛予防体操を実施
して頂き、身体機能の改善が動作に及ぼす影響を体感して頂く
。
また、理学療法士の視点での評価と治療を紹介し、骨盤不良ア
ライメントや腰痛の発生メカニズムについて説明し、運動器疾
患の治療と考え方を共有する。
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□情報機器作業に関する作業管理

□勤務様態と生体リズム

□過重労働対策

■騒音障害防止のためのガイドラ

川　波　祥　子

藤　原　広　明

宮　﨑　洋　介

井　上　仁　郎

300-13(01-01)

300-14(01-01)

300-15(01-01)

インと許容基準
300-16(01-01)

50名

50名

50名

50名

講義

講義

講義

講義

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

遠隔講義

 7/24（木）

 6/ 4（水）

 7/11（金）

 6/23（月）

1

1

1

1

【到達目標】1．情報機器作業ガイドラインを概説できる。２
．作業場の写真を見て問題点と改善提案を3つ以上挙げられる
。
【概要】情報機器作業が健康に及ぼす影響には疲労の問題があ
り、眼精疲労や肩こり等を訴える作業者は多い。これらの症候
を予防するためには作業方法、作業時間等の管理を行い、疲労
が蓄積しないような対策を講じることが重要である。本講義で
は、ガイドラインで示される望ましい作業管理を解説し、具体
例を提示することで、職場巡視や健康診断事後措置において産
業医として適切な指導が行えることを目的とする。

【到達目標】①概日時計によってコントロールされている生体リズムに
ついて、生理学的知識を通じて理解できる様になる。②生体リズムの乱
れによる問題を抱えている労働者に対して助言・指導ができる様になる
。
【概要】深夜勤や交替勤務などに労働者が従事することによって、通常
勤務と比較すると仕事の効率の低下やエラーの発生率の上昇などが見ら
れるだけでなく、健康障害ももたらす。そこにはもちろん睡眠の不足の
問題もあるが、生体リズムの乱れがこれらの現象を引き起こしていると
考えられている。
本講義では深夜勤や交替勤務の実態とそれに伴う問題について、紹介す
るとともに、なぜ、深夜勤や交代勤務に従事することによって生体リズ
ムが乱れてしまうのかについて、概日時計によってコントロールされて
いる生体リズムの生理学の知識を通じて理解できるようになることを目
指す。
さらに生体リズムの乱れによる問題を抱えている労働者に対してどのよ
うな助言・指導をすれば良いのかについて議論する。

【到達目標】医師として長時間労働者に対する面接指導を適切
に実施できる。
【概要】過重労働は長らく社会問題となっており、産業医も企
業内で過重労働対策に関わることが多い。本講義では、社会背
景や日本の労働状況を踏まえながら、過重労働による健康障害
の発生機序や疫学、関係法令を概観し、産業医による過重労働
対策について解説する。

【到達目標】騒音障害防止のためのガイドラインを正しく事業
所で適用できる。
【概要】騒音性難聴の予防のための騒音職場の健康管理の実態
をふまえた作業環境測定・健康管理・労働衛生教育の方法、お
よび、日本産業衛生学会の騒音の許容基準について解説する。
「騒音障害防止のためのガイドライン」制定時にはあまり想定
されていなかった労働実態（高齢労働者の増加、音源が作業者
に近い手持動力工具の普及、管理区分の異なる作業場を移動す
る作業、日内の騒音の大きな変動がある作業場）への対応や、
労働衛生の新知見（欧米で実施の個人曝露測定への流れ、ガイ
ドラインに組み入れられていない衝撃音の評価、雇入時の聴力
からの変化を指標とするStandard Threshold Shift、事業場単
位で聴力保護対策をマニュアル化するHearing Conservation P
rogram（聴力保護プログラム））についても概説する。

1.5

1.5

1.5

1.5
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専門

専門

専門
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□呼吸用保護具の適正使用

□個人用保護具の管理

□作業管理活動と職場巡視

□職場改善の実例

川　波　祥　子

東　　秀　憲

山　田　琢　之

センター教員

300-17(01-01)

300-18(01-01)

300-19(01-01)

300-20(01-01)

20名

35名

50名

20名

講義　実習

学内実習

講義

学外実習

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

産業医実務研修セ
ンター

学外

 7/25（金）

 6/24（火）

 7/18（金）

 7/ 3（木）

1

1

1

3

【到達目標】1．呼吸用保護具を正しく選択できる。２．呼吸
用保護具を着用し、フィットテストで漏れ率10％以下を達成で
きる。
【概要】労働現場における吸入暴露をする健康障害因子には、
粉じんや有毒ガス、細菌・ウイルスなどがあり、これらによる
健康障害防止策の最終的手段として呼吸用保護具の着用がある
。しかしながら、その効果や限界、ならびに使用法については
、現場で指導にあたっている専門家でも、十分な知識を有して
いない場合がある。特に呼吸用保護具は使用前に各人がフィッ
トテストを行って自分の顔に合うかを確認する必要があるにも
かかわらず、実施されていない企業もまだまだ多い。そこで本
講義実習では、自分の顔に合った呼吸用保護具の選択方法と、
その適切な装着方法、そしてフィットの確認方法について学ぶ
こととする。

【到達目標】①保護具の選択・使用・保守管理について作業管
理および作業環境管理と関連づけて実践できる。②現場の状況
に応じた保護具の選択・使用について説明できる。③主に手、
足、または全身についての有害要因からの保護について説明で
きる。
【講義概要】労働現場における健康障害防止策の最終手段とし
て個人用保護具の着用がある。
本講義では、化学防護手袋を中心に個人用保護具に関して、そ
の種類や性能について学び、個人用保護具選定の際の基礎知識
を得るとともに、具体的な選定手順について学修し、個人用保
護具の正しい装着法や適切な管理について習得する。

【到達目標】①将来、独立系産業医（労働衛生コンサルタント）とし
て活躍できるノウハウを身に着ける。②作業管理は予防医学の一環で
あることの理解を深める。
【概要】作業管理とは、作業そのものと働く人々の作業態様について
分析し、作業負担から生じる健康障害を予防する。そして、問題点の
改善（作業時間、作業負担、作業手順、作業姿勢などを検討）が中心
の作業管理に加え、第一次予防の快適で楽しく働くことができる職場
づくりに寄与することが大切である。労働の場で引き起こされる健康
障害や労働災害の根源を学問的に追求するためには職場を知らなくて
はならない。作業管理活動を実践するために必ず行わなくてはいけな
いのが「職場巡視」である。「機械―人間系」が「人間工学」といわ
れるが、「労働の場（職場）―人間系」が「産業保健人間工学」つま
り「作業管理」である。労働災害が発生した場合、後日書類を見て検
討することは容易だが、そこには現場の苦労や本当の危険は見えてこ
ない。そこで私が経験した職場巡視の体験を報告する。

【到達目標】１．訪問先の巡視後に労働衛生の観点からコメン
トを述べることができる。２．職場巡視報告書に良好事項、改
善検討事項をそれぞれ3つ以上記載できる。
【概要】職場をめぐる環境の変化の中で、新たに就業に伴う疲
労やストレスの問題が生じている。一方、国民の意識は物質的
な豊かさから心の豊かさに変化してきていて、職場における働
きやすさが重視されるようになっている。つまり、疲労やスト
レスを感じることが少ない快適な職場環境を形成していくこと
が、きわめて重要となっている。快適な職場環境を形成してい
くことは、労働者の有する能力の有効な発揮や、職場の活性化
にも資するものと考えられる。当実習では企業における取り組
みの実例について学外実習形式で学ぶ。

1.5

1.5

1.5

実地

実地

専門

【抽選】　余裕があ
れば学外者受講可

【抽選】　学内者の
み受講可
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★職場改善の実例の事後措置

□【特別講義】身体負担の評価ツ

センター教員

茅　原　崇　徳

300-21(01-01)

ールとその応用
300-99(01-01)

20名

50名

レポート提出

講義

学内

 7/10（木）

 7/10（木）

1

2

【到達目標】職場巡視報告書に良好事項、改善検討事項をそれ
ぞれ3つ以上記載できる。
【概要】本講座は、別講座『職場改善の実例』の事後措置とし
て実施する(両方の受講を要する)。本学習では、大学近郊の事
業場において職場改善の実例を模擬巡視で学習した結果につい
て、受講者が各自、職場巡視報告書の形にまとめ、内容につい
て検討会で相互に検討する（会議後に報告書を修正し、巡視し
た事業場の担当産業医へ提出する）。検討会の中で、学習した
職場改善について整理し、受講者の視点での更なる改善を提案
することで、継続的な職場改善について学ぶ。尚、担当教員の
判断により、e-learning上での報告書の添削指導で検討会に代
える場合もある。

【到達目標】
身体負担の評価ツール（観察法、筋電図、デジタルヒューマンなど）の
特徴を理解し、作業環境の設計への応用を検討できる。

【概要】
職業性疾病の多くは過度な身体負担に起因しており、その予防には身体
負担に配慮した作業環境の設計が必要である。また、製品の使いやすさ
を向上させる上でも、身体負担への配慮が求められる。身体負担を低減
する作業環境設計には、身体負担の定量的かつ客観的な評価が必要であ
る。さらに、製品の開発期間の短縮化で作業環境の改善に費やされる時
間は短くなっており、短時間で効率的な身体負担評価が求められている
。身体負担評価の代表的な評価ツールとして、作業姿勢を観察して既定
の評価項目に従って評価する観察法、筋収縮時の活動電位を記録する筋
電図、人間の身体特性をコンピュータ上に再現したデジタルヒューマン
が挙げられる。本講義では、これらの評価ツールについて作業環境や製
品の設計へ適用した事例を交えて説明する。

1.5専門

【抽選】学内者のみ
受講可。レポート提
出のみ。
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